


1.中央区の協働推進における現状と課題 2.協働の推進に向けた４つの提案

（１）中間支援のあり方

（4）協働のための人材育成方法

●基本的な考え方／区と社会貢献活動団体をつなぐ「中間支援拠点」を整備し、協働の普及促進を図ります。

●基本的な考え方／積極的・主体的に地域の課題に取り組んでいく人材の育成を行います。

（3）選定・評価方法
●基本的な考え方／

（2）協働の仕組みづくり
●基本的な考え方／協働事業の提案を受け入れる体制を整備します。募集形態は、自由提案と課題設定を併用し、
　　　　　　　　　中間支援拠点や第三者審査機関を有効に活用します。

機能拡充

■第三者審査機関の設置
協働事業の選定や、実施後の評価を行います。

３層による人材育成 中間支援拠点を中心とした人材育成プログラムの開発・実施

現 状

課 題

効 果

協働を進めるための基本方針「地域との協働指針」の策定（平成１８年３月）

●町会による共助の役割が低下しつつあります。
●きめ細やかな区民サービスに向けては、行政だけでの対応には限界があります。
●地域課題解決に向けた住民参加機運が高まってきています。

区民自身が公共的なサービスの担い手となる協働の取組により、よりきめ細やかな行政サービスの
提供が求められていますが、実態として協働がなかなか進んでいません。

町会・自治会、NPO法人、ボランティア団体、公益活動を実践する企業と区が力を合わせて公共的な課題解決へ
取り組むことにより、よりきめ細やかな行政サービスの提供が可能になります。

新旧住民の接点の不足
近隣関係の希薄化

町会役員の高齢化など
地域活動の担い手の不足

急激な人口増加による
多様なニーズ・価値観の広がり

課題を4つの領域に分けて検討

※社会貢献活動団体とは、町会・自治会、ＮＰＯ法人、ボランティア団体、公益活動を実践する企業等を言う

区や社会貢献活動団体間の
総合的なコーディネート機能や
協働を相互に検討する場がない

協働の担い手や
区民ボランティアなどの
人材の体系的な
育成システムがない

区が社会貢献活動団体との
協働を進める上での
仕組みや評価方法が
決まっていない

1 2 43
協働事業の
評価方法

※

協働を支える
人材の育成方法

協働を具体的に
進めるための
仕組みづくり

区と市民活動を
つなげる中間支援の

あり方

よりきめ細やかな
行政サービスの提供

中央区

協 働

市民活動団体間を
コーディネートする人材

市民活動団体を組織し、
活動をする人材

市民活動に主体的に参加する
個人ボランティア

●参加のきっかけ作りや意見交換の場の提供
●個人と市民活動団体をつなぐ交流会や講座等の開催
●ボランティア体験イベント等への参加
●各種ボランティア情報の提供

●NPO法人・市民活動団体設立のための講座
●組織運営に関する専門講座
●組織運営に対するコンサルティングの実施

●地域ニーズや市民活動団体の活動情報の提供
●協働コーディネーター養成に関する講座
●市民活動団体との意見交換・交流の機会の提供

公正な評価を行うため、協働事業選定基準
や協働事業評価基準を作成し、計画－実施
－評価－改善のマネジメント・サイクルのも
とで、新たな事業実施に向けて有効に機能
する評価を行います。

実 施 評 価

改 善計 画

自由提案 課題設定

市民活動団体が課題を任意に設定して、
自由な発想で企画提案します。

区が協働で解決したい課題について、
テーマを設定し、市民活動団体が具体
的な協働事業の内容を企画提案します。＜メリット＞

●団体独自の専門性、先駆性を活かした提案
●行政では把握できない新たな課題の発見

＜メリット＞
●行政課題に合致した事業の提案

よりきめ細やかな
行政サービスの提供

中間支援拠点へ

ＮＰＯ・
ボランティア団体
交流サロン

市民活動の総合的な窓口

主な機能
●ＮＰＯ等市民活動団体の活動の場や機会の確保
●ＮＰＯ・ボランティアなどの市民活動団体の紹介・連絡
●町会等地域ニーズと市民活動団体との橋渡し
●協働事業のプログラム開発や提案にあたっての支援
●協働に関する専門相談の実施
●協働を推進する講座等の開催

　社会福祉協議会
　ボランティア区民活動センター

（管理）　

（運営）
　専門的な知識と技術を有する
   ＮＰＯ法人等

中間支援拠点の運営について

町会・自治会

企業 ボランティア
団体

ＮＰＯ
法人

地域力の向上

新たな情報
アイデア
技術・人材

ネットワークの構築



（中間支援拠点を中心とした23の行程）協働のイメージ

市民活動団体 中間支援拠点 区 第三者審査機関

町会・自治会、ＮＰＯ法人、ボランティア団体、
公益活動を実践する企業 公平性・公正性を確保するため、選定、評価の具体

的なプロセスを利害関係者以外の人材から構成さ
れる第三者審査機関に委ねる。

1.地域課題解決に向けた
事業提案、相談

5.事業構築

19.事業報告書の作成支援

経由

12.協働事業の提案

17. 協働事業実施

20.事業報告書の作成・提出

11.協働事業提案書の作成

8.協働事業提案書（案）作成

2.提案・相談内容の確認

3.関連団体との話し合いの場（プラットフォーム）の形成

4.事業構築支援

6.提案先、必要な資金のコーディネート

10.協働事業提案書の作成支援

13.経由・提案団体情報の提供

　◆主なポイント（例示：実施の際は、協働事業選定基準に基づく）

　A.行政課題に合致しているか？
　B.公共性があるか？
　C.団体の活動実績、事業遂行能力はあるか？

A.B.Cいずれかに該当 A.B.Cすべてに該当

提案の支援
区への協働事業

9.事業内容相談・検討、事業の合意形成に向けた協議

7.協働事業提案書（案）の作成支援

各種機関（財団等）
助成金活用への支援

A.B.C該当　区協働事業提案へ

合 意

各種機関（財団等）
助成金活用：事業実施

事業モデル構築
　事業対象地域拡大

　受益者拡大→公共性の確保　　

18.団体・区の調整

17.協働事業実施

行政課題の共有

各部局において、協働の手法で
解決できる行政課題を整理

担当部局の参加

担当部局　予算計上、契約

連絡調整会議において庁内での
共有を図る

事業の目的、事業計画、区との
役割分担等の合意形成を図る

14.協働事業提案受付（常時）

16.審査結果送付

17.協働事業実施

21.団体事業報告書受付

23.評価の公表

見直し・再設計

22. 評価

評価基準による評価

協働事業選定基準の作成

協働事業評価基準の作成

15. 審査

　　選定基準による審査

◆構成メンバー（案）
学識経験者
非営利活動団体の構成員
社会福祉協議会
商工会議所
区職員




